[bookmark: _fulf48dlo63l]ダイビング器材預かり契約書

ダイビング器材の所有者又は正当な管理権限を有する者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、ダイビングショップ又は器材保管事業者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が所有又は管理するダイビング器材の保管及び管理に関し、次のとおりダイビング器材預かり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _rwezfy1mqboh]第1条（目的）
本契約は、甲が乙に対してダイビング器材を預け入れ、乙がこれを保管及び管理するにあたり、対象器材、保管期間、保管方法、保管料金、器材の取扱い、返却手続、損傷又は紛失時の責任その他必要な事項を明確にし、甲乙双方の権利義務を定めることを目的とする。

[bookmark: _j9097np2jolu]第2条（預かり対象器材）
1. 本契約に基づき乙が預かるダイビング器材（以下「本器材」という。）は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	預かり受付番号
	

	器材所有者氏名
	

	預かり開始日
	年　　　月　　　日

	預かり終了予定日
	年　　　月　　　日

	器材の種類
	□ BCD　□ レギュレーター　□ オクトパス　□ ウェットスーツ　□ ドライスーツ　□ マスク　□ フィン　□ ブーツ　□ グローブ　□ ダイブコンピューター　□ その他

	メーカー・ブランド
	

	型番・製品名
	

	製造番号・識別番号
	

	預かり数量
	

	付属品
	

	申告参考価格
	金　　　　　　　　　円

	その他特記事項
	


2. 甲及び乙は、本器材の預け入れ時に、器材の種類、数量、外観、付属品及び確認可能な損傷の有無について確認するものとする。
3. 本器材の詳細については、別途作成する器材預かり明細書、受付票、写真記録その他の資料により特定することができる。
4. 甲が本器材の追加、交換又は一部返却を希望する場合、甲乙協議のうえ、預かり内容を変更するものとする。

[bookmark: _3up1btdiuj7e]第3条（所有権及び預け入れ権限）
1. 本器材の所有権は、甲又は正当な所有者に帰属し、本契約によって乙に移転するものではない。
2. 甲は、本器材について所有権又は乙に預け入れる正当な権限を有することを表明する。
3. 甲は、第三者の所有物、レンタル器材、リース器材その他預け入れに制限がある器材について、必要な承諾を得たうえで乙に預け入れるものとする。
4. 本器材について第三者から権利の主張がなされた場合、甲は速やかに乙へ必要な情報を提供し、問題の解決に協力するものとする。

[bookmark: _p1a20rjtvxcs]第4条（預かりサービスの内容）
1. 乙は、本契約に基づき、本器材を指定された保管場所において保管及び管理する。
2. 本契約に基づくサービスの内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	保管サービス
	□ 短期保管　□ 月額保管　□ 年間保管　□ その他

	保管場所
	

	保管方法
	□ 専用ロッカー　□ 保管棚　□ 専用保管室　□ その他

	洗浄サービス
	□ 含む　□ 含まない

	乾燥サービス
	□ 含む　□ 含まない

	定期点検
	□ 含む　□ 含まない

	メンテナンス
	□ 含む　□ 含まない

	器材配送
	□ 対応あり　□ 対応なし

	その他サービス
	


3. 洗浄、乾燥、点検、修理、オーバーホールその他の作業は、本契約又は別途の合意により明示された場合を除き、預かりサービスに含まれないものとする。
4. 乙は、本器材を善良な管理者の注意をもって保管するものとする。
5. 乙は、甲の事前の承諾なく、本器材を第三者に貸与し、販売し、又は本契約の目的以外に使用してはならない。
[bookmark: _b17nro5knoj1]第5条（預かり期間）
1. 本器材の預かり期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	預かり開始日
	年　　　月　　　日

	預かり終了日
	年　　　月　　　日

	契約期間
	□ 1か月　□ 3か月　□ 6か月　□ 1年間　□ その他

	契約更新
	□ 自動更新　□ 都度更新　□ 更新なし

	更新単位
	

	更新手続期限
	契約終了日の　　　　日前


2. 契約期間を更新する場合、甲乙は更新後の保管期間、料金及びその他の条件を確認するものとする。
3. 自動更新を選択した場合、甲又は乙から所定の期限までに更新しない旨の申出がないときは、同一条件で所定の期間更新されるものとする。ただし、料金その他重要な条件を変更する場合、乙は事前に甲へ通知し、必要な合意を得るものとする。
4. 契約終了後の本器材の取扱いについては、第16条の定めによる。

[bookmark: _dj05xz7wf6mx]第6条（保管料金及び支払方法）
1. 甲は、乙に対し、本器材の保管料金を次の条件に従って支払うものとする。
	項目
	金額・条件

	保管基本料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	料金区分
	□ 日額　□ 月額　□ 年額　□ その他

	初期登録料
	金　　　　　　　　　円（税込）

	追加器材料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	洗浄・乾燥料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	点検・整備料金
	金　　　　　　　　　円（税込）

	その他費用
	金　　　　　　　　　円（税込）

	支払方法
	□ 現金　□ 銀行振込　□ クレジットカード　□ その他

	支払期限
	

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担


2. 甲は、前項に定める料金を所定の期限までに支払うものとする。
3. 追加の洗浄、修理、部品交換、配送その他別途費用が発生するサービスについては、乙は事前にその内容及び料金を甲に提示し、甲の承諾を得るものとする。
4. 甲が料金の支払を遅延した場合、乙は甲に対して支払を催告することができる。
5. 支払遅延に伴う遅延損害金を定める場合、その利率は年　　　　％とし、法令上認められる範囲内で適用するものとする。

[bookmark: _331fu8osc1dh]第7条（器材の預け入れ及び状態確認）
1. 甲は、本器材を預け入れる際、乙が指定する受付手続に従うものとする。
2. 甲は、預け入れ前に、本器材の破損、故障、不具合、経年劣化、修理履歴その他保管上注意を要する事項について、把握している範囲で乙に申告するものとする。
3. 乙は、預け入れ時に確認可能な範囲で本器材の外観及び数量を確認するものとする。
4. 乙による預け入れ時の確認は、特段の合意がない限り、本器材の内部機構、耐圧性能、気密性能、作動性能その他の安全性能を検査又は保証するものではない。
5. 甲乙は、預け入れ時の状態について必要に応じて写真撮影又は記録を行い、後日の確認資料として保存することができる。

[bookmark: _hcytinvzcyua]第8条（保管環境及び管理方法）
1. 乙は、本器材の材質、構造及び一般的な保管上の特性を考慮し、合理的な保管環境を維持するよう努めるものとする。
2. 乙は、保管場所について、通常必要とされる防犯、防火、湿気対策及び整理整頓等の管理措置を講じるものとする。
3. 乙は、直射日光、高温、多湿、過度の荷重その他本器材に悪影響を及ぼすおそれのある条件を可能な範囲で避けるものとする。
4. 乙は、甲の承諾なく、本器材を通常の保管に必要な範囲を超えて分解、改造又は加工してはならない。
5. 保管場所の変更が必要となった場合、乙は、合理的な理由があるときに限り、適切な保管場所へ本器材を移動することができる。この場合、乙は原則として事前に甲へ通知するものとする。ただし、災害その他緊急の場合は、事後速やかに通知するものとする。

[bookmark: _qzdewtlizzan]第9条（器材の洗浄及び乾燥）
1. 本契約に洗浄又は乾燥サービスが含まれる場合、乙は、本器材の種類及びメーカーが指定する取扱方法等を考慮し、適切な方法で作業を行うものとする。
2. 甲は、器材の材質、使用状況、塩分の付着、砂や汚れの残留その他の状態によって、洗浄又は乾燥の効果が異なる場合があることを理解する。
3. 乙は、通常の洗浄又は乾燥作業によって除去できない汚れ、変色、臭気その他の状態について、完全な除去を保証するものではない。
4. ただし、乙の不適切な作業により本器材に損傷が生じた場合、乙はその責任に応じて必要な対応を行うものとする。
5. 特殊な洗浄剤の使用、分解洗浄その他通常の保管管理を超える作業については、甲乙間で別途合意するものとする。

[bookmark: _6sdcxl3fnvf3]第10条（器材の経年劣化及び自然損耗）
1. 甲は、ダイビング器材には、ゴム、樹脂、金属、繊維その他の素材が使用されており、使用状況、製造からの経過年数及び保管環境等によって経年劣化が生じる場合があることを確認する。
2. 本器材について、通常の適切な保管を行っていても避けることができない自然損耗又は経年劣化が生じた場合、乙は、自己の責めに帰すべき事由がない限り、その責任を負わないものとする。
3. 前項にかかわらず、乙の保管方法又は管理上の過失により劣化が進行した場合、乙は、その責任に応じて損害を賠償するものとする。
4. 甲は、長期間使用していない本器材について、再使用前に必要な点検及び整備を行うことが重要であることを確認する。

[bookmark: _7r6h60t65g2a]第11条（器材の点検及びメンテナンス）
1. 乙は、本契約に点検又はメンテナンスサービスが含まれる場合、合意した範囲内で作業を実施するものとする。
2. レギュレーター、BCD、ダイブコンピューターその他安全性に関係する器材については、メーカーの推奨する点検周期及び取扱方法等を考慮するものとする。
3. 本契約に点検又はメンテナンスが含まれない場合、乙は、本器材の安全性能又は正常作動を保証するものではない。
4. 乙が保管中に本器材の故障、著しい劣化又は安全上の問題を発見した場合、合理的に可能な範囲で甲に通知するものとする。
5. 修理、オーバーホール又は部品交換が必要となった場合、甲乙は作業内容、料金及び実施時期について別途協議するものとする。
6. 乙は、甲の承諾なく有償の修理又は部品交換を実施しないものとする。ただし、損害の拡大を防止するため緊急に必要な措置については、この限りでない。

[bookmark: _kofxr94olrnq]第12条（保管中の器材の使用禁止）
1. 乙は、甲の事前の承諾なく、本器材をダイビング、講習、試用、レンタル、展示その他の目的で使用してはならない。
2. 乙は、保管管理上必要な移動、整理又は外観確認を除き、本器材を不必要に操作しないものとする。
3. 乙が甲の承諾を得て本器材を使用する場合、使用目的、期間、管理方法及び責任分担について別途書面又は電磁的方法により合意するものとする。
4. 乙が本条に違反して本器材を使用し、損害を生じさせた場合、乙は法令に従いその損害を賠償するものとする。

[bookmark: _m73yhw4acqws]第13条（第三者への再寄託）
1. 乙は、甲の事前の承諾を得た場合又はやむを得ない事由がある場合を除き、本器材の保管を第三者に委託してはならない。
2. 乙が第三者に本器材の保管を委託する場合、乙は、当該第三者に対し、本契約に基づく保管管理義務と同等の義務を遵守させるものとする。
3. 第三者への委託によって本器材に損害が生じた場合の責任については、乙の委託先の選定及び監督に関する責任その他関係法令に従い判断するものとする。

[bookmark: _ks4uvkq8viqx]第14条（器材の一時返却及び再預け入れ）
1. 甲は、契約期間中であっても、乙が定める合理的な手続に従い、本器材の全部又は一部の一時返却を申し出ることができる。
2. 一時返却を希望する場合、甲は原則として返却希望日の　　　　日前までに乙へ連絡するものとする。
3. 乙は、保管場所の営業時間、器材の保管状況その他合理的な事情を考慮し、甲と返却日時を調整するものとする。
4. 甲が一時返却を受けた器材を再び預け入れる場合、乙は必要に応じて器材の状態及び数量を再確認するものとする。
5. 一時返却中に発生した器材の損傷、紛失その他の問題については、その原因及び甲乙それぞれの責任に応じて取り扱うものとする。

[bookmark: _9o4oho5ebyk]第15条（器材の返却手続）
1. 乙は、契約期間の終了又は甲乙間で合意した返却日に、本器材を甲又は甲が正当に指定した受領者へ返却するものとする。
2. 乙は、返却時に受付番号、本人確認書類その他合理的に必要な情報により、受領者の権限を確認することができる。
3. 甲及び乙は、返却時に本器材の種類、数量、付属品及び外観について確認するものとする。
4. 甲は、返却時に確認できる損傷又は不足がある場合、その内容を乙に申し出るものとする。ただし、返却時に発見することが困難な不具合について、甲の権利を当然に失わせるものではない。
5. 本器材の返却が完了した場合、甲乙は必要に応じて器材返却確認書又は受領記録を作成するものとする。

[bookmark: _f95uqtpd1pe3]第16条（契約終了後の未引取り器材）
1. 甲は、本契約が終了した場合、乙と合意した期限までに本器材を引き取るものとする。
2. 甲が正当な理由なく本器材を引き取らない場合、乙は甲に対し、書面、電子メールその他記録が残る方法により引取りを催告するものとする。
3. 乙は、引取り期限経過後も本器材の保管を継続する場合、事前に明示した合理的な追加保管料金を請求することができる。
4. 甲と連絡が取れない場合、乙は、登録された連絡先への通知その他合理的な方法により、甲への連絡を試みるものとする。
5. 長期間引取りが行われない場合であっても、乙は、本器材を当然に自己の所有物として取得し、又は任意に売却若しくは廃棄できるものではない。
6. 本器材の処分が必要となった場合、乙は、甲との個別合意又は関係法令に基づく適法な手続に従うものとする。

[bookmark: _pk0vxtfo3693]第17条（保管料金の未払い）
1. 甲が保管料金その他本契約に基づく料金を支払わない場合、乙は、相当の期間を定めて支払を催告するものとする。
2. 甲が催告期間内に支払を行わない場合、乙は、法令及び本契約に従い、契約解除その他必要な措置を講じることができる。
3. 乙が未払料金の回収のため本器材の返還を留保する場合、その可否及び範囲は、民法その他関係法令に基づき判断するものとする。
4. 料金の未払いを理由として、乙が当然に本器材を売却、譲渡又は廃棄することはできないものとする。

[bookmark: _t0gbfbh306a9]第18条（器材の損傷、紛失及び盗難）
1. 乙は、本器材の保管中に損傷、紛失又は盗難が発生した場合、速やかに状況を確認し、合理的に可能な範囲で甲へ通知するものとする。
2. 乙の故意又は過失その他乙の責めに帰すべき事由によって本器材に損害が生じた場合、乙は法令に従い、その損害を賠償するものとする。
3. 損害額の算定にあたっては、本器材の購入価格、使用年数、使用状況、損傷の程度、修理可能性及び事故発生時の客観的な価値等を考慮するものとする。
4. 甲が申告した参考価格は、損害額の算定における参考資料とし、当然に賠償額又は賠償上限額を確定するものではない。
5. 損傷した本器材の修理又は代替品の提供による解決については、甲乙協議のうえ決定するものとする。
6. 本条は、消費者契約法その他の強行法規により認められる甲の権利を制限するものではない。

[bookmark: _rk8y48p8ehoe]第19条（天災地変その他不可抗力）
1. 地震、津波、台風、洪水、落雷、火災その他の災害又は当事者の合理的な支配を超える事由によって本器材に損害が生じた場合、その責任は当該事由の内容及び甲乙の管理状況等を踏まえ、関係法令に従い判断するものとする。
2. 前項の事由が発生した場合、乙は、合理的に可能な範囲で本器材の保護、損害拡大の防止及び甲への連絡に努めるものとする。
3. 乙が必要な安全管理措置を怠ったことにより損害が発生又は拡大した場合、乙は、その責任を免れるものではない。
4. 災害等により保管サービスの継続が困難となった場合、甲乙は、本器材の移動、返却、契約の終了及び料金の精算について協議するものとする。

[bookmark: _h64tkcvt991q]第20条（保険の取扱い）
1. 本器材の保管に関する保険の加入状況は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	乙による保険加入
	□ あり　□ なし

	保険の種類
	

	保険会社名
	

	補償対象
	

	補償限度額
	金　　　　　　　　　円

	主な免責事項
	

	甲による個別保険
	□ あり　□ なし

	その他
	


2. 乙が保険に加入している場合であっても、すべての損傷、紛失、盗難その他の事故が補償されるものではない。
3. 保険金の支払可否及び補償範囲は、当該保険契約の約款及び保険会社の判断によるものとする。
4. 保険への加入の有無又は保険金の支払可否は、乙の法令上又は契約上の損害賠償責任を当然に免除するものではない。

[bookmark: _nu8qx728nfxb]第21条（器材の安全性及び再使用）
1. 甲は、保管されていた本器材をダイビングに使用する際、必要な点検及び作動確認を行うものとする。
2. レギュレーター、BCD、ダイブコンピューターその他安全性に関係する器材については、使用前にメーカーの指定する点検方法及び必要な整備を確認するものとする。
3. 本契約に保管サービスのみが含まれる場合、乙は、本器材の潜水時における正常作動又は安全性能を保証するものではない。
4. ただし、乙が別途点検又は整備を請け負った場合、その作業に関する責任は、当該契約及び関係法令に従うものとする。
5. 本条は、乙の不適切な保管又は管理によって生じた損害について、乙の責任を免除するものではない。

[bookmark: _rmpqbr2cs9xu]第22条（甲の遵守事項）
甲は、本契約の履行にあたり、次の各号に掲げる事項を遵守するものとする。
1. 預け入れる器材の種類、数量及び状態について正確な情報を提供すること。
2. 保管上注意を要する故障、破損又は特殊な事情を事前に申告すること。
3. 乙が定める合理的な預け入れ及び返却手続に従うこと。
4. 保管料金その他合意した費用を所定の期限までに支払うこと。
5. 連絡先その他登録情報に変更が生じた場合、速やかに乙へ届け出ること。
6. 危険物、法令上保管が制限される物品その他乙が事前に持込みを禁止した物品を無断で預け入れないこと。
7. 契約終了時には、合意した期限までに本器材を引き取ること。

[bookmark: _b542srg7v7nc]第23条（乙の遵守事項）
乙は、本契約の履行にあたり、次の各号に掲げる事項を遵守するものとする。
1. 本器材を善良な管理者の注意をもって保管すること。
2. 保管場所について合理的な安全管理措置を講じること。
3. 甲の承諾なく本器材を使用、貸与、譲渡又は処分しないこと。
4. 本器材の紛失、盗難又は重大な損傷を確認した場合、速やかに甲へ通知すること。
5. 甲からの合理的な問い合わせに対して誠実に対応すること。
6. 本契約に定める返却手続に従い、本器材を返却すること。
7. 甲の個人情報及び本器材に関する管理情報を適切に取り扱うこと。

[bookmark: _jkjygiz2syjm]第24条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、本契約の締結及び履行、器材管理、料金請求、返却手続、緊急連絡その他預かりサービスの提供に必要な範囲で、甲の個人情報を取得及び利用するものとする。
2. 乙は、個人情報の保護に関する法律その他関係法令に従い、取得した個人情報について適切な安全管理措置を講じるものとする。
3. 乙は、法令に基づく場合その他法令上認められる場合を除き、甲の必要な同意なく個人情報を第三者に提供しないものとする。
4. 個人情報の保存期間、開示等の請求方法及び問い合わせ窓口については、乙が別途定める個人情報保護方針等によるものとする。

[bookmark: _6qutbf8jf23i]第25条（契約内容の変更）
1. 本契約の内容を変更する場合、甲乙は原則として事前に協議し、書面又は電磁的方法により合意するものとする。
2. 保管料金、保管期間、保管場所その他重要な条件を変更する場合、乙は変更内容及び適用開始時期を甲に明示するものとする。
3. 乙は、甲の同意又は法令上認められる根拠なく、甲に不利益となる重要な契約条件を一方的に変更しないものとする。

[bookmark: _iprnj36yce2p]第26条（中途解約）
1. 甲は、契約期間中であっても、乙に対して解約を申し出ることができる。
2. 中途解約を希望する場合、甲は原則として解約希望日の　　　　日前までに乙へ通知するものとする。
3. 中途解約時の保管料金の精算及び返金条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	中途解約
	□ 可能　□ 条件付きで可能

	解約申出期限
	解約希望日の　　　　日前

	未経過期間の料金
	□ 日割返金　□ 月割返金　□ 別途合意による精算

	解約手数料
	□ なし　□ あり（金　　　　　　　円）

	器材引取り期限
	解約日から　　　　日以内

	その他条件
	


4. 解約手数料その他甲の負担となる金額については、消費者契約法その他関係法令に従い、合理的な範囲で定めるものとする。
5. 乙の責めに帰すべき事由により甲が本契約を解除する場合、甲の法令上認められる権利を制限しないものとする。

[bookmark: _3ykusejdm5d0]第27条（契約の解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約に違反した場合、相当の期間を定めて履行又は是正を催告し、その期間内に是正されないときは、法令に従い本契約を解除することができる。
2. 次の各号のいずれかに該当する場合、相手方は、法令上認められる範囲で、催告を要せず本契約を解除することができる。
① 本契約の履行を継続することが著しく困難となる重大な違反があった場合
② 相手方が本契約に基づく重要な義務の履行を明確に拒絶した場合
③ その他民法その他関係法令により無催告解除が認められる場合
3. 本契約が解除された場合、甲乙は本器材の返却、未払料金の精算その他必要な事項について速やかに協議するものとする。
4. 契約解除は、解除前に発生した損害賠償請求権その他の権利を当然に消滅させるものではない。

[bookmark: _qeq6p453hz8r]第28条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自らが暴力団、暴力団員、暴力団関係企業その他これらに準ずる反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力を利用し、又は反社会的勢力に対して資金提供その他の便宜供与を行わないものとする。
3. 甲又は乙が前2項に違反した場合、相手方は、法令に従い本契約を解除することができる。
4. 本条に基づき契約を解除した場合であっても、本器材の返却及び料金精算については、関係法令に従い適切に処理するものとする。

[bookmark: _674ls9n674d1]第29条（権利義務の譲渡禁止）
1. 甲及び乙は、相手方の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本契約上の地位又は権利義務を第三者に譲渡してはならない。
2. 乙が事業譲渡その他の理由により本器材の保管業務を第三者に承継させる場合、甲の権利利益を不当に害しないよう、必要な説明及び手続を行うものとする。

[bookmark: _m3p4he7665kd]第30条（協議事項）
1. 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は、民法その他関係法令及び信義誠実の原則に従い、誠意をもって協議するものとする。
2. 本契約と器材預かり明細書、受付票その他の個別合意との間に相違がある場合、甲乙間で明確に合意した個別条件を優先するものとする。ただし、法令に反する条件については、この限りでない。

[bookmark: _u4nj2ue2bsbp]第31条（準拠法及び管轄裁判所）
1. 本契約の成立、効力、解釈及び履行については、日本法を準拠法とする。
2. 本契約に関連して紛争が生じた場合、甲乙は、まず誠実な協議による解決に努めるものとする。
3. 協議によって解決しない場合、民事訴訟法その他関係法令に従い、管轄権を有する裁判所において解決するものとする。

[bookmark: _qw8wu37f0e1l]第32条（契約の成立及び書面の保管）
1. 本契約は、甲乙双方が本契約の内容を確認し、署名、記名押印又は適法な電磁的方法によって合意した時点で成立するものとする。
2. 本契約を書面により締結する場合、本書2通を作成し、甲乙各1通を保有するものとする。
3. 本契約を電子契約により締結する場合、甲乙は、契約内容を確認できる電磁的記録を保存するものとする。
4. 本契約に関連する器材預かり明細書、受付票、料金表その他の資料は、甲乙間で合意した範囲において本契約の一部を構成するものとする。

[bookmark: _joap8vi2wvg1]契約締結欄
甲及び乙は、本契約の各条項を確認し、その内容に合意した証として、本契約を締結する。

契約締結日：　　　　年　　　月　　　日

甲（器材所有者・預け入れ者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（ダイビングショップ・器材保管事業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[bookmark: _y2yq8qbwcals]別紙1　ダイビング器材預かり明細書
	No.
	器材名
	メーカー・型番
	数量
	預かり時の状態
	備考

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	


預かり時の確認事項
□ 器材の種類及び数量を確認した
□ 器材の外観及び確認可能な損傷を確認した
□ 付属品の有無を確認した
□ 保管期間及び保管料金を確認した
□ 洗浄、乾燥、点検及びメンテナンスの対象範囲を確認した
□ 保管中の経年劣化及び自然損耗について説明を受けた
□ 器材の返却方法及び引取り期限を確認した
□ 損傷、紛失及び盗難時の取扱いを確認した
□ 保険加入の有無及び補償内容を確認した

確認日：　　　　年　　　月　　　日

甲署名：　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
乙担当者署名：

